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学校法人永原学園経理規程 

 

 

      第１章 総  則 

 （目  的） 

第１条 この規程は、学校法人永原学園（以下「学園」という。）の経理に関する

基準を定め、学園の会計について支出の正確な経理を行うとともに、財政及び経

営状況を明らかにして、能率的運営と教育研究活動の充実を図り、もって学園経

営の安定に資することを目的とする。 

 （適用範囲） 

第２条 学園の経理に関する事項は、学校法人永原学園寄附行為（以下「寄附行為」

という。）及び法令に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 （会計処理の原則） 

第３条 学園の会計処理は、学校法人会計基準に基づき正確かつ迅速に整理して記

録しなければならない。 

 （経理の統轄） 

第４条 学園の経理は、すべて法人本部において統轄する。 

 （会計年度） 

第５条 会計年度は、４月１日に始まり、翌年の３月３１日に終るものとする。 

 （会計の区分） 

第６条 会計の区分は、次のとおりとする。 

 (1) 一般会計 

 (2) 収益事業会計 

 （経理単位） 

第７条 学園の経理単位は、次の各号に区分する。 

 (1) 法人本部 

 (2) 西九州大学 

 (3) 西九州大学短期大学部 

 (4) 西九州大学附属三光幼稚園 

 (5) 西九州大学佐賀調理製菓専門学校 

 (6) 西九州大学附属三光保育園 

 （学園の資産） 

第８条 学園の資産は、基本財産と運用財産に区分し、当該区分及び運用について

は、寄附行為第２７条、第２９条の定めるところによる。 

2 基本財産及び運用財産については、別に定める。 

 （契  約） 

第９条 学園において、売買、貸借、請負、その他の契約をしようとするときは、

別に定める学校法人永原学園契約等処理規程（以下「契約等処理規程」という。）

により、行う。 

 （経理統括責任者等） 

第１０条 学園の経理については、理事長を経理統括責任者とし、法人本部長を経
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理統括事務責任者とする。 

2 経理責任者は、第７条に定める経理単位の所属長をもって充てる。 

3  経理事務責任者は、第７条に定める経理単位の所属の事務局長、事務長又は所

属長から指名された者をもって充てる。 

 4  経理担当者は、会計職員をもって充てる。 

 

     第２章 勘定科目及び帳簿組織 

 （勘定科目） 

第１１条 学園の経理は、次の勘定科目による。 

 (1) 資金収支計算書科目 

 (2) 事業活動収支計算書科目 

 (3) 貸借対照表科目 

 2 各勘定科目の性質及び整理基準については、別に定める勘定科目表による。 

 （会計帳簿） 

第１２条 会計帳簿は、次のとおりとする。 

 (1) 主要簿 

  (ｱ) 仕訳帳   (ｲ) 総勘定元帳     (ｳ) 資金収支元帳 

 (2) 補助簿 

   補助簿の種類は別に定める。 

2 前項の仕訳帳は、会計伝票をもってこれに代えることができる。 

 3 帳簿等の記録・保存については、電子媒体によることができる。 

 （帳簿の記入） 

第１３条 主要簿及び補助簿の記入は、会計伝票に基づいて取引の都度行うものと

する。 

 （帳簿の保存期間） 

第１４条 この規程に定める帳簿、伝票及び書類の保存期間は、次のとおりとする。 

 (1) 予算書類及び決算書類          永久 

 (2) 会計帳簿及び会計伝票         １０年 

 (3) 支出に関する証拠書類         １０年 

 (4) その他の書類                           ５年 

 2 前項に定める各保存期間経過後において、帳簿等を焼却その他の処分に付する

場合は、予め経理責任者の承認を得なければならない。 

 （会計伝票） 

第１５条 会計伝票は、入金伝票、出金伝票、振替伝票を統合した仕訳（振替）伝

票とする。 

2 伝票の作成（その取引の正当性について計算の正確を証する証拠書類の添付を

含む。）は、原則として経理担当者が行い、経理事務責任者の認証を得なければ

ならない。 

 

   第３章 金銭会計 

 （金銭の範囲） 
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第１６条  この規程において金銭とは、預貯金及び現金をいい、現金とは、通貨の

ほか、小切手、郵便為替証書（振替貯金、小切手）、官公署の支払通知書等をい

う。 

 2 有価証券及び手形は、金銭に準じて、取り扱うものとする。 

 （金銭の管理及び出納責任者） 

第１７条 金銭の管理及び出納の責任者は、経理事務責任者をもって充てる。 

 （金銭の出納） 

第１８条 金銭の出納は、全て所定の手続きを終了した会計伝票に基づいて経理担

当者が行わなければならない。 

 （収納金の処理） 

第１９条 収納した金銭は、速やかに銀行に預け入れるものとする。 

 2 収納した金額は、直接支払に充当してはならない。 

 （領収証の発行） 

第２０条 金銭を収納したときは、経理責任者は、所定の領収証を発行し、支払人

に交付するものとする。 

 （支払事務） 

第２１条 支払は、原則として銀行振込みによるものとする。ただし、謝礼、見舞

金及び小口支払等これにより難い場合は、この限りでない。 

 （領収書の徴取） 

第２２条 金銭の支払に当たっては、別に定める場合を除き、支払を受ける者が正

当な受領者であることを確認のうえ、受取人の記名捺印ある領収書を徴取しなけ

ればならない。 

 2 領収書の徴取が困難な支払については、経理責任者の支払証明書をもって、こ

れに代えることができる。 

 3 銀行振込等による支払の場合は、取扱金融機関の受取書をもって支払先の領収

書に代えることができる。 

 （小口現金） 

第２３条 経理事務責任者は、日々の現金支払に充てるため、２０万円を限度とし

て手持現金をおくことができる。止むを得ない支払については、この限りでない。 

 （在高照合） 

第２４条 金銭の在高について、毎日１回現金在高帳と照合しなければならない。 

 （金銭の仮払） 

第２５条 金銭の支払は、次の各号に定めるものに限り、これを行うことができる。 

 (1) 予算の支払科目に該当し、かつ、２週間以内に支払期日の到来するもの 

 (2) 理事長において特に必要と認めたもの 

 (3) 永原学園教職員等旅費規程により特に認められているもの 

 2 仮払いを受けたものは、特別の事情がない限り資金交付の目的完了後直ちに精

算しなければならない。 

 （金銭の過不足） 

第２６条 金銭に過不足が生じたときは、経理担当者は速やかに経理事務責任者に

報告し、その指示を受けなければならない。 
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 2 現金に過不足が生じたときは、前項の処置によるほか現金過不足勘定に記録し

なければならない。 

 （金銭会計上の臨時措置） 

第２７条  この章に定めのない金銭会計上の措置については、経理事務責任者の指

示を受けなければならない。 

 

   第４章 資金会計 

 （金融機関との取引） 

第２８条 経理責任者は、銀行その他の金融機関との取引を、開始又は廃止すると

きは、予め理事長の承認を得なければならない。 

 2 金融機関との取引は、理事長名をもって行う。 

 （有価証券の取得及び処分） 

第２９条 経理統括事務責任者は、有価証券の取得及び処分を行うときは、予め理

事長の承認を得なければならない。 

 2 証券会社との取引を開始又は廃止するときは、前条の規定を準用する。 

 （有価証券の評価） 

第３０条 有価証券に関する価額は、その取得価額とする。ただし、時価が取得価

額より著しく下落し、かつ、回復不能と認められたときは、時価により評価する。 

 2  有価証券の取組価額は、購入原価に購入手数料を加算した額とする。 

 （資金の借入） 

第３１条 経理統括事務責任者は、予算に計上された資金を借入する場合は、予め

理事長の承認を得なければならない。 

 （短期借入金） 

第３２条 資金の短期的な不足を調整するために、資金（以下「短期借入金」とい

う。）の借入をすることができる。 

 2 前項の短期借入金は、１年以内に返済しなければならない。 

 3 短期借入金の借入については、前条の規定を準用する。 

 （資金計画） 

第３３条 資金会計業務を円滑に行うため、経理責任者は、長期及び短期の資金計

画を立てねばならない。 

 

   第５章 固定資産会計 

 （固定資産の範囲） 

第３４条 この規程において、固定資産とは、次のものをいう。 

 (1) 有形固定資産 

  ア 土地 

  イ 建物（付属設備を含む） 

  ウ 構築物 

  エ 教育研究用機器備品 

  オ 管理用機器備品 

  カ 図書 



７０１－５ 

  キ 車両 

    ク  建設仮勘定 

 (2) 特定資産 

  ア 退職給与引当特定資産 

イ 減価償却引当特定資産 

ウ 施設設備引当特定資産 

エ 第２号基本金引当金特定資産 

  オ 第３号基本金引当金特定資産 

       

 (3) その他の固定資産 

  ア 借地権 

  イ 電話加入権 

  ウ 施設利用権 

  エ ソフトウェア 

    オ  その他の固定資産 

 2 有形固定資産は、耐用年数２年以上で、１個又は１組の取得価額が、１０万円

以上のものをいう。 

 3 前項に定める額未満の金額であっても、学校法人の性質上基本的に重要な資産

と認められ、かつ、常時相当多額に保有していることが必要とされる資産は、有

形固定資産とする。 

 （固定資産の取得） 

第３５条 固定資産を取得しようとするときは、契約等処理規程により、行う。 

 （固定資産の価額） 

第３６条 固定資産の価額は、原則として取得価額とする。ただし、受贈によるも

のは、その時価評価をもって取得価額とする。 

 （有形固定資産の修理） 

第３７条 固定資産の使用可能期間を延長し、又はその価額を増加する場合は、そ

れに対応する金額を、固定資産支出として処理する。 

 2 固定資産の原状を維持し、当初の能力に回復させる費用は、修繕費として処理

する。 

 （固定資産の管理） 

第３８条 固定資産の管理は、別に定める学校法人永原学園固定資産及び物品管理

規程（以下「固定資産及び物品管理規程」という。）の定めるところによる。  

 （固定資産の評価替） 

第３９条 固定資産の評価替は、原則としてこれを行わない。ただし、経済事情の

変化等により、帳簿価額がその実価より著しく上昇し、又は著しく下落した場合

には、理事会の承認を得て、帳簿価額の引上げ、又は引下げを行うことができる。 

 （減価償却） 

第４０条 償却を要する資産については、毎会計年度、定額法により減価償却を行

うものとする。 

 2 償却資産のうち、建物、構築物、車両等比較的数量の少ない物件については個
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別償却法により、機器備品等その数量が多数にわたる物件については、総合償却

法によるものとする。 

 3  減価償却は、原則として償却資産の購入年度の翌年度から開始するものとし、

１個又は１組の帳簿価額が１円に達するまで償却を行うものとする。 

 4  償却資産の耐用年数は、別に定める。 

 （損害保険） 

第４１条 火災等により損害を受ける恐れのある固定資産については、適正な価額

により保険を付さねばならない。 

 （固定資産の処分） 

第４２条 固定資産のうち土地、建物の売却、廃棄等の処分は、寄附行為第２８条

の定めるところにより、行う。 

 （有姿除却） 

第４３条 固定資産について、現に使用することをやめ、かつ、将来も転用するな

どにより使用する予定のない状態にあるものについては、理事会及び評議員会の

承認を得た場合は、備忘価額を残して貸借対照表の資産計上額から除くものとす

る。 

   第６章 物品会計 

 （物品の範囲） 

第４４条 物品とは、次の各号のものをいう。 

 (1) 消耗品 

 (2) 用  品  １個又は１組当たり取得価額が３万円以上１０万円未満のもの 

 （物品の購入） 

第４５条 物品の購入は、経理責任者の承認を得て行うことができる。 

 （物品の管理） 

第４６条 物品の管理は、「固定資産及び物品管理規程」の定めるところによる。 

 （物品の処分） 

第４７条  物品を売却、廃棄等の処分に付すときは、経理責任者の承認を得るもの

とする。ただし、使用ずみの消耗品など当然廃棄すべき物品については、経理担

当者においてこれを処分することができる。 

   第７章 特定資産会計 

 （退職給与引当特定資産） 

第４８条 退職給与引当特定資産は、教職員の退職給付に充てることを目的とする。 

2 退職給与引当特定資産は、毎事業年度末の退職給与引当金期末残高を限度に積

み立てるものとする。 

3 退職給付引当特定資産は、次の各号のいずれかに該当するときに取り崩すもの

とする。 

 (1) 教職員に退職手当支給規程に基づき退職手当を支払うとき 

 (2) 退職手当の引き下げその他の制度の変更により現に積み立ててある退職給

与引当特定資産の額が前項の規定による積立限度額を超えたとき 

 （減価償却引当特定資産） 

第４９条 減価償却引当特定資産は、将来の固定資産の取得の為の支出に充てるこ
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とを目的とする。 

2 減価償却引当特定資産は、次の各号のいずれかに該当するときに取り崩すもの

とする。 

 (1) 固定資産の取得を行うとき 

 (2) 設備投資計画の見直し等により現に積み立ててある減価償却引当特定資産

の額が投資予算額を超えたとき 

 （特定資産の管理・運用） 

第５０条 特定資産の管理・運用は、元本が確実に回収でき、かつ、なるべく高い

運用益が得られる方法で行うものとし、管理・運用に関し必要な事項は別に定め

る財産管理運用規程による。 

（目的外の取崩し等） 

第５１条 第４８条から第４９条の特定資産の取り崩しに関する規定にかかわら

ず、目的外の取り崩しを行う場合には、理事長は、取り崩しが必要な理由を付し

て理事会に付議し、その議決を得なければならない。 

 

   第８章 有価証券 

 （有価証券の取得・売却） 

第５２条 有価証券の取得・売却は、理事会の承認を得なければならない。 

（有価証券の評価） 

第５３条 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりとする。 

(1) 債権 

  ①債権金額で取得したものは移動平均法による原価法とする。 

  ②債権金額と異なる金額で取得したものは償却原価法による。 

 (2) その他の有価証券   原価法とする。 

（評価減処理） 

第５４条 学校法人永原学園保有の有価証券等の時価が、取得金額に比べ著しく低

くなり、時価が取得金額まで回復する見込みがあるとは認められない場合、評価

減処理方針を下記のとおり定める。 

2 有価証券等の取得価額（貸借対照表に計上している帳簿価額）と時価評価額

（期末日）を比較して算出した下落率（取得価額から時価評価額を減じた額を取

得価額で除した百分率値）が下記の場合、評価減処理を行うものとする。 

減損処理の要否の判定基準 

(1) 下落率５０％以上の銘柄 

無条件に時価まで評価減（減損処理）を行う。 

(2) 下落率３０％以上、５０％未満の銘柄 

下記に該当する場合は、時価まで評価減を行うことを検討した結果、回復

可能性がないと判断された場合、評価減処理する。 

①過去２年間、下落率が連続して３０％以上の銘柄 

②債務超過の債券の発行体 

③過去２期連続して赤字であり、かつ翌期の予想も赤字の発行体 

④格付けの著しい低下があり、信用リスクが増大した発行体 
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⑤経済情勢の影響により時価が著しく低下し、時価が取得金額まで回復する

見込みがあるとは認められない場合 

(3) 下落率１０％以上、３０％未満の銘柄は原則評価減はしないが、評価減予備

銘柄として注意する。 

3 評価減（減損処理）の処理は、取得価額（貸借対照表に計上している帳簿価額）

を時価評価額（期末日）まで強制的に切下げ、切下げた分の額を事業活動収支計

算書で「評価損」として支出に計上、減損処理を行うものとする。 

 

   第９章 引当金会計 

 （徴収不能引当金） 

第５５条 未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込み

額を徴収不能引当金として計上する。 

（退職給与引当金） 

第５６条 退職金の支給に備えるため、退職給与引当金を計上する。 

2 退職給与引当金は私立大学退職金財団加入者については、期末要支給額の100パ

ーセントを基にして同財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調

整額を加減した金額を計上する。 

 

   第１０章 予  算 

 （予算の編成） 

第５７条 予算は教育研究活動の明確な計画に基づき、かつ、財政上の諸要件と調

和を図ったうえで編成し、実績との対比検討を通じて経営の円滑な運営に資する

よう努めなければならない。 

 （予算期間） 

第５８条 予算期間は、毎会計年度とする。 

 （予算の種類） 

第５９条 予算は、次の各号について作成するものとする。 

 (1) 資金収支予算（資金収支内訳予算、人件費支出内訳予算を含む。） 

 (2) 事業活動収支予算（事業活動収支内訳予算を含む。） 

 （予算の単位） 

第６０条 一般会計の予算単位の区分は、第７条各号に定める経理単位による。 

 （予算の基本方針） 

第６１条 予算の基本方針は、理事会がこれを決定する。 

 （予算大綱の通達） 

第６２条 理事長は、前条に定める予算の基本方針に基づき予算大綱を定め、予算

責任者に通達するものとする。 

2 経理責任者は、予算責任者を兼ねるものとする。 

 （予算積算） 

第６３条 予算の積算は、第７条に定める経理単位ごとに行い、前条に定める予算

大綱に沿って作成した事業計画書に基づき、予算積算書を作成するものとする。 

2 予算責任者は、予算積算書を理事長に提出しなければならない。 
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 （予算の決定） 

第６４条 経理統括事務責任者は、予算積算書を集計した予算原案に基づき、予算

案を作成し、経理統括責任者へ提出するものとする。 

2 理事長は、評議員会の意見を聞き、理事会の審議を経て予算を決定する。 

 （予算の配賦） 

第６５条  予算が成立したときは、理事長は、各予算責任者に対し、その執行に要

する予算を配賦する。 

 （予備費） 

第６６条 予測しがたい予算の不足を補うため、予備費として相当の金額を法人本

部の予算に計上するものとする。 

 2 予備費を使用する場合には、予算責任者はその事由を付し、理事長の承認を得

なければならない。 

 （予算の順守） 

第６７条 予算責任者は、予算額を超える支出を行ってはならない。 

 （予算の補正） 

第６８条 やむを得ない事由により、予算の追加、その他の変更を必要とするとき

は、予算の補正を行うことができる。この場合、第６１条及び第６４条の規定を

準用する。 

 

   第１１章 決  算 

 （決算の主旨） 

第６９条 決算は、毎会計年度の会計記録を整理集計し、その収支の結果を予算と

比較して、その収支状況及び財政状態等を明らかにしなければならない。 

 （月次計算） 

第７０条 経理責任者は、毎月、次の各号に定める計算書等を理事長に提出するも

のとする。 

 (1) 資金収支計算書 

 (2) 合計残高試算表 

 （年次決算） 

第７１条 経理責任者は、会計年度終了後速やかに、決算に必要な手続きを行い、

次の各号に定める計算書類を作成して、理事長に提出しなければならない。 

 (1) 資金収支計算書及びその内訳表、活動区分資金収支計算書 

 (2) 事業活動収支計算書及びその内訳表 

 (3) 貸借対照表及び附属明細表（固定資産明細表、基本金明細表、借入金明細表） 

 (4) 財産目録 

 (5) 事業報告書 

 （決算の確定） 

第７２条 決算は、毎会計年度終了後２か月以内に行うものとし、理事長は前条に

掲げる計算書類とともに監事の監査を経て、理事会に提出し、その承認を得るも

のとする。 

 2 決算は、前項の承認後、評議員会に報告し、意見を求めなければならない。 
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 3 決算の確定は、前２項による手続きが終了した時とする。 

 

      第９章 補  則 

 （補  則） 

第７３条 この規程の施行に関し、必要な事項は、別に定める。 

 

     附 則 （平成20年3月22日） 

１ この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 会計規則（昭和４６年４月１日制定）は廃止する。 

附 則 （平成20年12月20日） 

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 （平成21年5月23日） 

 この規程は、平成２１年６月１日から施行する。 

附 則 （平成22年3月20日） 

  この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 （平成28年3月12日理事会） 

  １ この規程は、平成２８年３月１２日から施行し、平成２７年４月１日から適

用する。 

 ２ 学校法人永原学園有価証券等の評価減処理基準（平成２３年１２月１７日制

定）は廃止する。 


